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Ⅰ.序言
環境汚染物質の排出と除去の活動を表す行と列を追加･拡大した投入産
出表をベースに,環境経済システムの相互依存関係を定量的にとらえるの
が, Leontief (1970)の提示した一般均衡モデルである.そこには財や生
産要素の需給均等という意味での市場均衡は組み込まれているが,ワルラ
ス体系と異なり,限界概念で説明可能な経済主体の行動の最適化を意味す
る主体的均衡は捨象されている｡また,需給の均等する均衡量と収支の均
等する均衡価格とが独立に決定されるという特徴を持っている｡
それに対して,前稿(市岡(2004))で論じたように,限界概念にもと
づきLeontiefモデルに主体的均衡を明示的に取り入れた分析を行ったの
がStone (1972)とMeade (1972)である｡
それを踏まえて本稿では, Leontief環境経済モデルにプライス･テ-
カー(price taker)である生産者や消費者の最適化行動を取り入れて,
均衡価格と均衡数量が相互依存的に決まるようにモデルを一般化するとと
もに,主体的均衡と市場均衡が同時に成立する経済状態を数値計算で精確
に描写できるC G E (computable general equilibrium)モデル化を試み
*)本稿は科研費研究報告書｢環境･経済統合勘定に基づく環境CGEモデル
の開発と環境政策のシミュレーション分析｣(2003年5月)における市岡担当
分の一部にもとづくものである.
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消費者行動に関しては,簡単化のため,前稿で見たStone (1972)と同
様に,労働とレジャーの選択は無視し労働供給は一定とするが,効周関数
はMeade (1972)にならって環境関連の効周指標を含むタイプを想定す
る｡生産については,生産要素として労働だけでなく資本も代替的に投入
されるという一般化を行い,要素価格の変化に応じた生産者行動,そして
資源配分ならびに環境汚染-の影響が明示的に取り扱われることになる｡
さらに,税のまったく存在しない無税経済を想定するLeontiefモデル
に対するもう1つの拡張として,税と補助金が導入され,それらが財政政
策だけでなく新規の環境政策の有効な手段として政府によって活用される｡
環境政策のための課税や補助金支給が,主体的均衡や市場均衡にどのよう
な影響を与えるのか,環境の保全や改善にいかなる効果を及ぼすのか,な
どを定量的に解明･分析することを可能にするのが本稿で構築される
Leontief環境経済CGEモデルである｡
以下,次節でCGEモデル化されるLeontief環境経済モデルを素描し,
その後第ⅤⅠⅠ節までモデルの各モジュールの定式化に関する解説を行う｡第
ⅠⅠⅠ節では生産部門を取り扱い,生産関数,付加価値関数,拡大投入係数行
列を記述し,あわせて要素需要の決定について説明する｡第ⅠⅤ節において,
税の存在する経済でプライス･テーカーの直面する価格がいかに形成され
るかを示す｡第Ⅴ節で環境関連指標を含む形での効用関数の一般化を試み,
消費者行動にもとづ(最終需要の決定について述べる｡第ⅤⅠ節は通常の財
と汚染除去サービスの需給均等条件を明示的に定式化する｡第ⅥⅠ節におい
ては,税と汚染除去活動が存在するモデルの整合性を厳密にチェックし,
拡張された形でのワルラス法則の成立を立証する｡
本稿後半の諸節は, CGEモデル化されたLeontief環境経済モデルによ
る環境政策のシミュレーション分析を取り扱う.第Ⅷ節ではサンプルとし
て採用される基準データを示す.第ⅠⅩ節は環境基準を一定に維持する政策,
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続く第Ⅹ節は環境基準の引き上げを目指す政策を実施するときの一般均衡
効果を明らかにする｡要素価格,財価格,生産量,汚染発生量,効用水準
の変化などについて,汚染発生源で生産者による汚染除去がどれだけ行わ
れるかにもとづき,比較分析される｡最後の第ⅩⅠ節では汚染除去活動の
財源として新たに環境税を導入･課税する政策のCGE分析が行われる｡
そこでは純間接税型と消費税型の2つのタイプの環境税が検討されること
になる｡
ⅠⅠ. Leontief環境経済CGEモチリレの概要
Leontief環境経済モデルにおける経済主体である生産者(産業)や消
費者(家計)はプライス･テ-カーとして,利潤最大化(費用最小化)や
効用最大化という最適化行動を遂行する｡市場は完全競争的であるとし,
経済主体の参入･退出は自由とする｡また生産要素の産業部門間の移動も
自由に行われる｡
汚染除去サービスを含む財の生産は,労働と資本と中間財を投入して行
われる｡新たにモデル-明示的に加えられる生産要素である資本は,労働
と代替可能であり,この2つの要素が付加価値を形成することになる｡各
財の生産には一定量の付加価値の投入が必要であり,この付加価値と産出
量との比率,付加価値率は各産業ごとに技術的に一定の大きさを示すもの
とする｡なお経済全体での労働と資本の初期賦存量は不変とされるので,
その意味でモデルは静学的と言える｡
各産業での中間財の投入構造は投入産出表によって規定される｡汚染物
質の発生や除去に関連した投入産出表の拡張は,市岡(2004)での
Leontief (1970)モデルのスケッチで見たとおりである｡固定的な投入係
数や汚染発生係数で構成される拡大投入係数行列は,各行和が1より小と
いう特性を持つものとする｡これは注1)に記したように,非負の逆行列
4(拡大Leontief逆行列)が存在することを保証するための仮定にほかなら
ない｡
最終需要部門はLeontiefモデルと同様に消費者のみで構成されるとし,
また消費活動による環境汚染はないものとする｡これらは単純化のための
仮定であり,いずれも一般化が可能である｡消費者は保有する労働と資本
を供給して要素所得を稼得し,所得税を支払う｡また政府から移転所得を
受け取り,場合によっては環境汚染の除去に対する消費者の貢献分(負担
分)を政府に支払う｡税引き後の要素所得と政府-の支払いを差し引いた
移転所得をもとに,財を購入して効用を得る｡
政府は環境基準の設定･維持などの環境政策を実施し,同時に,生産や
消費の各段階で各種の課税や補助金の支給を行う｡簡単化の仮定として公
債発行はないものとし,徴収された税収に見合った公的支出を行い,政府
はいわゆる均衡財政主義に則って行動する｡なお,このモデルにおける政
府支出(公的支出)は,消費者-の移転支出と汚染除去費用の公費負担の
合計で示される｡
このように拡張されたLeontief環境経済CGEモデルにおける一般均
衡は,各経済主体の主体的均衡を前提に,すべての財ならびに生産要素の
市場での需要と供給の一致,および政府の均衡予算(均衡財政)の達成に
よって成立する｡
ⅠⅠⅠ.生産関数の定式化と要素需要の導出
通常の財とその財を生産する産業部門の数をn,汚染物質の種類と汚染
除去部門の数をSとして, CGEモデルでの生産関数は次のような一般的な
形式で設定される｡この定式化における基本的仮定は, Arrow (1974)
によれば,資本と労働の2つの生産要素と中間財とは分艶可能(sepa-
rable)ということである｡
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Qj-Fj(Lj,Kj,Xlj, - ,X,V･, Xn.1,i, ･･･ ,Xn.S,i)
-min [ VAj(Lj,Kj) /uj,Xlj/alj,･･･,Xnj/anj,Xn.1,j/an.1,j, ,
Xn.S,i/an.S,j]　　　j-1,-,n,n+1,･･･,n+S(1)
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ここで
Qj-第j部門(第j財)の産出量(i-1,-,n+S)
Xi1-第j書BP弓の第i財投入量(i-1,-,n;i-1,･･･,n十S)
atf-投入係数(i-1,･･･,n;j-1,･･･,n+S)
Xn.i,j-第j部門の第i汚染物質排出量(i-1,-,S;i-1,-,n+S)
an.i,i-第j部門の第i汚染発生係数(i-1,-,S;i-1,･･･,n+S)
Lj-第j部門の労働投入量(j-1,-,n+S)
Kj-第j部門の資本投入量(i-1,-,n+S)
VAj-第j部門の付加価値(i-1,-,n+S)
uj-付加価値率(j-1,･･･,n+S)
投入係数とは産出量1単位当たりの中間財投入量,汚染発生係数とは産出
量1単位当たりの汚染物質排出量,付加価値率とは産出量1単位当たりの
付加価値の大きさを意味する｡これらの係数はいずれも固定的とする｡
生産に投入される通常のインプット以外に,副産物としての汚染物質を
含んでいるので,生産関数をこのように定式化することは,生産要素(労
働と資本)や中間財の投入量最小化だけでなく,副産物である汚染排出量
の最小化行動をも生産者が追求することを暗黙に前提している｡汚染者負
担原則(PPP)の適用,罰則を含む環境保護関連の法制度制定などが現
実的な視野に入ることから,生産者にとり上記の最小化行動は合理的とみ
なせよう.ただし,市岡(2004)で見たように, Xn.i,jを汚染除去サービ
スの投入とみなすStone (1972)や清浄な空気の費消とするMeade
(1972)の解釈を採用する場合には,通常の投入量最小化行動がそのまま
適用できる｡
各産業は産出量1単位当たりに一定量ujの付加価値の投入を必要とす
6るが,その付加価値は労働Ljと資本KjがCES型に結合して形成される
ものとする｡すなわち,付加価値関数は次のようになる｡
VAj- rjl cYjI,IPj+ (1 - cyj) KfPj] -l/p,'　　　　　　　　　　(2)
ここでrjは効率性パラメータ, cyjは分配パラメータ, pjは代替パラメー
タを呼ばれる｡このとき, cTjを代替の弾力性として, Cj-1/(1+pj)であ
り,またpj-(1-0･j)/Cjである.なお,労働と資本の代替弾力性を1
(pj-0)と仮定すれば,よく知られているように,上記(2)式の付加価値
関数は次のようなコブ-ダグラス関数となる｡
VAj - rjL,qjK1-aj　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3)
容易に理解できるように,生産段階で最適化行動が行われ,効率的な生
産が実現する主体的均衡状態においては,次の等式が成立する｡
Qj- VAj (I,j, Kj) /uj- Xlj/alj- - - Xnj/anj
- Xn.I,j/an.i,i - ･･ ･ - Xn.S,i/an.S,j　　　　　　　　　　　(4)
通常の投入係数行列All-[ab･] (i,j-1,-,n)および拡大投入係数行列A～
は次のとおりである｡
(5)
ここで
A12-lai,n.j] i-i,･･･,n;i-i,･･･,s
A21-lan.i,j] i-i,･･･,S;i-i,･･･,n
A22-lan.i,n.j] i-i,･･･,S;i-i,･･･,s
A12は汚染除去部門の投入係数行列, A21は産業部門の汚染発生係数行列,
い
A22は汚染除去部門の汚染発生係数行列を表すo
上で示された規模に関する収穫一定の技術条件の下では,各産業(生産
者)は財の需要量にそれぞれ見合うだけの生産を最小の費用で行うことに
なる｡
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労働の価格をpL,資本の価格をpKとすると,その産業が直面する労働
税率tLjと資本税率tKjにもとづく税込み要素価格に対応して,その産業
の付加価値1単位(VAj-1)当たりの税込み要素費用(1+tLj)pLIJj+
(1+tKj)pKKjを最小にする最適化行動が選択され,次のように労働と資本
の派生需要DLj, DKjが決まる.
DL,- rfl[1j+ (1 - cyj) bFe,!']l/pj
DKj- rfl[cyjbi,PJ'+ (1 - aj) ]l/pj
ここで,
砲- (1+tKj)pK-第j部門における資本税込み資本価格
pL'j- (1+tLj)pL-第j吾β門における労働税込み労働価格
pFj- CYj砲/ (1 - cyj) pL'j
Oj- Pj/ (1+pj)
(6)
(7)
なお,コブ-ダグラス型の付加価値関数(3)の場合は次のような派生需要
となる｡
DLj- rfl[1j砲/ (1 - cyj) pL'j](1~aj)
DKj - rfl[ (1 - cyj) pL'j/GFj碗】aj (8)
ⅠV.価格方程式の定式化
プライス･テ-カーとして競争的に生産活動を遂行する第j部門が直面
する財価格pjは,産出量1単位当たりの生産費用と等しい水準に決まる
ことになる｡これは超過利潤がゼロという収支均等条件と同等である0
ところで,生産活動で引き起こされる環境汚染に対して,汚染発生者に
環境改善の部分的な責任を負わせるような政策や制度を持つ経済では,坐
産費用は,通常の中間消費(原材料費)や要素費用,そして生産段階での
税金に加えて,排出する汚染物質の処理費用をも含むことになる｡発生す
8る汚染量の何%を自前で除去するかによって,生産者の負担する汚染処理
費用は当然異なってくる｡
いま,発生する汚染iのうち生産者jCこよって除去される割合(汚染除
去率) rijが定まると,汚染発生係数にrijを掛け合わせた行列,つまり産
出量1単位当たりに除去される汚染量を表す行列A^21, A^22が次のように
定義される｡
Å21 -
Å22 -
rn+i,lan+i,1　日.　rn+i,sam+1,a
rn+S,lan+S,1 'H rn+S,sam+S,n
an+i,1　日'　an+i,n
an+S,l　…　a7Z+S,n
rn+1.n+lan+1,n+1　日'　rn十1,71十San十1,a+s
rn+S,n+1an十S,a+1　日■　rn+S,n+sa72十S,n十S
an+1,a+1　●''　aTl十1,n+s
an+S,n+1　日'　an+S,n+S
(9)
ここで0≦rb･≦1.そして修正された拡大投入係数行列A^が次のように定
2)
義される｡
A-- lAA-:ll :-:]　　　　　(10,
すると,第j産業における第j財の産出量Qjの生産費用は,税込み要
素費用(1+tLj)bLLj+(1+tKj)bKKj,純間接税(間接税一補助金)支払額
T.i,中間消費(原材料費) ∑7-19iaijQj,汚染除去費用∑?='ns.lPia^ijQjの
合計であるから,第j産業の収支均等条件は次のとおりである.
pjQj- (1+ tLj) pLLj+ (1+ tKj) pKKj+ Toj十
∑?=lPiab･Qj + ∑Tns十1Pi a^ iiQj　　　　　　　　　　　　(ll)
純間接税Tojのタックスベースを税込み要素費用とし,その純間接税率
をtojで表せば,次のように書き換えられるo
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9jQ,･-[ (1+ tLj) pLLj+ (1+ tKj) pKKj] (1十toj)
+ ∑?=lPiaijQj+ ∑Tns十1Pia^b･Qj　　　　　　　　　　　(12)
よって,効率的な生産が行われているという前提で整理すると,付加価値
1単位当たりの要素需要が(6)式あるいは(8)式で示したようにDLj, DKjと
表せるから
bj-[ (1+ tLj)bLDLj+ (1+ tKj) 9KDKj] (1十toj) uj
+ ∑?=19iaz･j + ∑ Tns.1bi a^ Z･j　　　　　　　　　　　　　　(13)
そして,税込み付加価値率(産出量1単位当たりの税込みの付加価値)
を
u^j-[ (1+ tLj)pLDLj+ (1+ tKj)bKDKj] (1+ toj) uj　　　　　(14)
と置き,整理してベクトルと行列の形式で価格方程式を表現すると
9- u^+bA^- u^lZIA1-1
この(15)式をより詳しく表現すると
･bl 92,-lu-1 u-2]lIIAflll I2-_AAl222]~1
ここでん　72はそれぞれ単位行列を表し,
9-lpI p2】, bl-lpl ･･･ bn], 92-[bn.1 ･･･ bn.S]
uA-[u^1 u^2], u-1-[u-1 -　u-nL u^2-[5n.1 ･･･ u^n.S]
3日監
3円冨
すなわち, plは財価格ベクトル, 92は汚染除去サービス価格ベクトル,
uAlは通常の産業部門の税込み付加価値率ベクトル, u^Zは汚染除去部門の
税込み付加価値率ベクトルを表す｡
さらに,通常の財の購入(消費)段階で税率tcj (i-1,-,n)の消費税
(物品税)が賦課される場合,家計の支払う財価格pIは税込みで
(1+tcj)pjとなる.すなわち, (1+tcj)を対角要素とする対角行列をTC
と置くと,消費者価格は次のとおりとなる｡
lpT　-　露]-[91 -　cm]TC 巾跳
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Ⅴ.効用関数の定式化と最終需要の導出
経済にはm人の消費者がいるとして,財の消費量をCj,汚染許容量
(環境基準値)をZiで表し,またそれぞれのベクトルをC,Z-で表すとき,
代表的消費者の効用関数として次のようなタイプが想定される｡
U- U(C, Z-) - G (Z-) 1I,P=lCf,'　　　　　　　　　　　　(18)
ここで∑,q=lPj-1,また∂G/∂Z-i<0,したがって∂U/∂Z-i<0(i-1,･･･,S),
そして∂U/∂Cj>0 (j-1,･･･,n)o　簡単化のため,レジャー(自由時間)消
費は無視され,消費者は保有する自由時間を労働として資本とともに全量
を供給することとする｡
環境汚染が消費者の効用にどのような形でどれだけの大きさの影響を与
えるかについて,そのとらえ方はいくとおりもありえよう｡市岡(2004)
で見たStone (1972)のように汚染除去量を効用関数の変数とする考え方
があるし,またBallard-Medema (1993)では, Cを消費財,才をレジ
ャーとして,環境汚染による健康被害を表す項目Eを加法的に取り入れた
U-U(C,l)+E
という形の効用関数を採用している｡
ここではMeade (1972)と同様に考えて,汚染発生量から汚染除去量
を差し引いた汚染残存量を意味する汚染許容量の増加が,消費者全局にマ
イナスの影響(例えば健康被害)を乗法的に与える,という形での定式化
を採用している｡これは市岡(2004, (51)式)で採用した形と同等であり,
Meade (1952)の分類では環境創造型の負の公共財に相当するものであ
る｡
消費者の要素所得は,初期保有の労働L-と資本K-の供給により稼得さ
れる.消費者に対する課税額をTI,政府からの移転所得を)とすると,
可処分所得yは次のように決まる｡
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Y- PLL,-+ OKK-- TI +J　　　　　　　　　　　　　　　(19)
ここで移転所得Jは,政府支給の金額から汚染除去費用の消費者負担分
を差し引いたネットの金額を表すものとする｡したがって,場合によって
はJは負となりうる｡
消費者は予算制約式(19)の下で効用関数(18)の最大化行動をとり,最終需要
の項目である各財の消費量が決定される｡その結果はよく知られているよ
うに,各財の消費額が所得に比例的に次のように定まる｡
PjCj-CjY i-1,-,n
書き換えると,各財の最終需要量は
Cj - Cj Y/pj
伽)
過日6
Daly (1968)の提示するエコシステムあるいは環境･経済統合システ
ムでは,これまでもっぱら人間(経済主体)が主で,自然環境は従という
位置づけがなされている｡よく使われるパレート改善(Pareto improv-
ing)や厚生利得(welfare gain)という概念は,人間(経済主体)の存
在や人間による財の消費から得る効用だけを考慮したものである｡経済成
長と環境改善のトレードオフは以前から指摘されているところであり,環
境にも配慮した広義のパレート改善(経済も環境も改善)といった変化は
通常望みにくい｡これまではそもそも経済主体の効用に与える環境効果を
明示的に組み込まないようなタイプの効用関数が想定されてきたのである｡
しかし,上記(18)式のような効用関数U(C,ZL)を考えれば,
AU- (∂U/aC) AC+ (∂U/aZ-) AZ-
という変化において, AZ-<0 (すなわち環境改善)のために資源が投入
され,その代わりに消費が減少し』C<0となったとしても,効用増加
(∂U/∂zIAZ-が効用減少(∂U/∂C)ACを上回るというケースを把握でき
ることになろう｡
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ⅤⅠ.生産物の需給均等式
汚染除去サービスも含めた各生産物に対する需要は,中間需要(中間消
質)と最終需要の和に等しい｡ここではLeontief (1970)と同様,最終
需要は家計の消費支出だけで構成される｡
経済の全部門の産出量Qj (i-1,-,n+S)を次のように2つのグルー
プに分けて表示する｡つまり,前者のグループXは通常の財,後者Zは
汚染除去サービスの産出量を表す｡
Q-lXl ･･･ Xn Zl ･･･ Zs]'冠到
ここでプライム記号′はベクトルの転置を意味する｡
通常の財iの供給量(産出量)をXiとすると,第i財の中間需要は
∑,?=lab･Xj+∑,S=lai,n+jZjであり,最終需要をCiで表せば,需給均等条件
は
Xi-∑,?=lab･Xj+≡,!-lai,糾jZj十Ci i-1, ･･･ , n　　　　　　(23)
第i汚染物質に関しては,経済全体での汚染排出量は∑,?=lan.i,jXj+
∑,q=lan.細+jZjにのぼるから,汚染除去量をZi,汚染許容量をZ-iとすると,
環境基準をクリア,すなわち除去後に残存する汚染量が汚染許容量を超え
ないという条件を等式で満たすとすれば
∑,?=lan.i,jXj十∑,q=lan.i,n.jZj-Zi-Z-i i-1, - ,S
書き換えると
Zi- ∑,q=lan.i,jXj+ ∑,S=lan.i,桝jZj- Z-i伽
なお先に述べたとおり,ここでは長路需要書BF可の活動による環境汚染はな
いものとしている｡
これら2つのグループの需給均等式を行列形式でまとめて表現すると
[言]-[芸慧[;]･Lcz-] 過乱
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よって
-A12
酒器
注1)でも触れたとおり, (5)の拡大投入係数行列Åの行和が1より小と
するとき,ト透の非負逆転可能性は保証される｡すなわち,拡大
Leontief逆行列[トÅ十1が存在し非負である｡
ⅥL Leontief環境経済CGEモデルにおけるワルラス法則
上の価格方程式の導出で用いた収支均等条件(ll)式における係数a^b･を(9)
式の定義にしたがって元のrb･ab･に書き戻すと
pjQj- (1+ tLj)bLLj+ (1+ tKj)OKKj+ T.j
十∑?=lbial･jQj + ∑?='nS.lbirl･jaijQj閉
この両辺を全部門(i-1,-,n+S)について総和して整理すると
∑,q='lSpjQj-PLL十OKK+ TL+ TK + T.
+ ∑,q='lS∑?=19iatfQj + ∑,?='lS∑?='nS. 19irijatiQj　　　(28)
ここでL-∑,?='lSLj-労働需要量, K-∑,q='lSKj-資本需要量, TL-∑,?='lS
tLjbLLj-労働税額, TK-∑,聖'lStKjbKKj-資本税額, T.-∑,聖'lST.i-純間接
税額｡
次に,需給均等式(25)で最終需要に相当する右辺第2項を(22)のQと同様に
2つのグループに分けて
F-lCl ･･･ Cn　-Z-i ･･･ -Z-S]'
と置くとき, (25)式は次のように書ける｡
Qi-≡,q='lSaijQj+Fi i-1,-,n+S
鍋
伽)
対応する価格biをこの両辺に掛け,すべての財(i-1,･･･,n+S)につい
て合計し,整理すると
???
?
? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
?
?
?
??
?
?
???
?
? ?
? ?
? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
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∑?='lSpiQz･ - ∑た1 ∑,?='lSpiatiQj + ∑?='nS. 1 ∑,?='lSptaijQj + ∑?='lSpiFi (31)
ところで,最終需要の構成鋤から
∑賢ISpz･Fz. - ∑?=lPz･C･ - ∑ぎ=lPn. iZ-i　　　　　　　　　　　(32)
また,消費者hの予算制約式は,公的移転所得から汚染除去費用の消
費者負担分を差し引いた純移転所得をJhとして,
∑?=1(1+tci)bz･Cih- (1-tlh) (PLL-h+PKKh) +Jh h-1,-,m (33)
ここでtci-第i財の消費税率, Cih-消費者hの第i財消費量, tlh-消費
者hの所得税率, L-h-消費者hの労働供給量, K-h-消費者hの資本供給
量｡
消費者h bこよる消費税の納税額∑?=ltCibiCihをTch,所得税の納税額tlh
(PLL-h十PKKh)をTIhと置くと, (33)式は次のように書き換えられる｡
∑?=lPiCih - PLL-h + OKK-h - TIh - Tch +Jh　　　　　　　(34)
これを全家計(h-1,-,m)について総計すると
∑?=lbiCz･-PLL,-+OKK-- TI - Tc +J　　　　　　　　　　(35)
ここでCi-∑hm=lCih-第i財の消費量, L--∑hm=lL-h-労働供給量, K--
∑hm-lKh-資本供給量, TI-∑挺1Tlh -所得税額, Tc-∑hm=1Tch-消費税
蘇, I-∑Zl=1Jh -政府からの純移転所得｡
よって, (35)式と(32)式より
∑だlSpiFi - bLL,-+ OKK- Tr Tc +I- ∑ぎ=1Pn.iZ-i　　　　(36)
そこで
R - ∑ぎ=lPn.il∑,?='lS (1 - rn.i,i) an.i,jQj- Z-i]　　　　　　(37)
と置いて, (28)式, (31)式, (姻式をまとめて整理すれば,次のような拡張され
3)
た形のワルラス法則が導かれる｡
pL(i-Ll +pK(K-Kl +[(TL+TK+ To+TI+TcIR) -J]-0
囲
ところで(37)式における∑,?='lS(1- rn.i,j) an.i,jQjは,民間の産業部門での
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生産にともなって排出される第i汚染物質のうち,発生源で除去されずに
残留する量を表すo　その量から汚染許容量Z-Z･を差し引いたものは,汚染
除去部門によって除去されるべき汚染量を意味する｡それに汚染除去サー
ビス価格を掛けて合計したものがRであるから, Rは汚染除去費用の公
4)
費負担,言い換えれば国民の税金から支払われる分を表すことになる｡
したがって, (38)式左辺の最終項(TL+TK+To+TI十Tc-a)-)の括
弧( )内の値は,徴収税額TL+TK+To+TI+Tcの一部が環境基準を満
たすためのいわゆる特定財源として汚染除去活動に充当され,その活動費
用分Rを差し引いた税収を表す.それと,消費者-の移転支出の財源とな
る予定税収′との差額を意味するのが囲式左辺の最終項である｡つまり,
本モデルにおける政府支出は,消費者-の移転支出′と環境基準を満た
すための汚染除去費用Rの2つであるから, (38)式左辺の最終項は,政府収
入(徴収税額)と政府支出(β+/)との差額を表している｡汚染除去費
用の公費負担分を除いた政府税収はすべて消費者-の移転支出に充てられ
るので,汚染除去費用の公費負担月が増えることは,消費者が受け取るは
ずの移転所得の減少につながり,汚染除去に対する消費者の直接的な負担
が増すことを意味する｡
㈹式の左辺の最初の2項は労働と資本の超過需要額であり,最後の項は
いま説明した意味での超過税収であるから,これら3項の総和が常にゼロ
に等しい,というのが,これまで見てきたモデルの論理的整合性を示すワ
ルラス法則にほかならない｡この拡張された形のワルラス法則の成立を確
認することは,税の存在するLeontief環境経済モデルのCGEモデル化
に際しては重要なチェックポイントになると言えよう｡
Leontief環境経済モデルでの矛盾のない経済循環を保証する一般均衡
は,このワルラス法則鯛の下で,労働と資本の超過需要がゼロになること
と同時に,均衡予算が成立すること,つまり移転支出(∫)プラス汚染除
去費用の公費負担分(a)が実際に徴収される税額(TL+TK+To+TI+
16
Tc)と一致すること,によって実現するのである.
†ⅠⅡ. Leontief環境経済CGEモデルの基準データ
本モデルの一般均衡解を算出する数値計算のアルゴリズムとして,
Scarf (1967)が考案した不動点探索アルゴリズム,もしくはそれを改良
したMerrill (1972)のアルゴリズムを使用する｡不動点の探索対象とな
る単体の次元数は財の数には依存せず,上で示したワルラス法則に対応し
て,労働価格pL,資本価格pKおよび予定税収Jの3変数で単体が構成さ
れる｡この単体に属するこれら3変数がある特定の値をとるとき,労働の
超過需要,資本の超過需要,超過税収がいずれも近似的にゼロとなれば,
そのときの3変数の値が(近似的な)均衡要素価格と均衡税収であり,そ
れはまた単体内の不動点と同値である｡なお均衡計算では労働をニュメレ
ールとし,労働価格pLは1に基準化されるo
以下,上述の構造を持つLeontief環境経済CGEモデルを用いて,環
境政策効果に関する均衡計算例を示すことにする｡その際にベンチマーク
として参照するデータはLeontief (1970)が周いたサンプルデータであ
る.市岡(2004)で見たように,排出される汚染物質は1種類(S-1),
財は麦と布の2つ(n-2)であり,拡大投入係数行列A-ぉよび付加価値
率ベクトルVは次のとおりである｡
A-
α11　α12　α13
α21　α22　α23
α31　(Z32　α33
0.25　0.40　　0
0.14　0.12　0.20
0.50　0.20　　0
鍋
u-[ul u2　u3】-[0.80　3.60　2.00]
この経済では第1産業(麦を生産する農業)は第2産業(布を製造する
工業)よりも汚染排出的な生産部門となっている｡オリジナルの
Leontiefモデルでは,いずれの生産においても生産要素は労働だけであ
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り,付加価値関数は単にVAi-Liと解釈できよう.したがって各部門の
生産関数は具体的に次の形をとっているとみなされる｡
Q1-min[Ll/0.80,Xll/0.25,X21/0. 14,X31/0.50]
02-minlL2/3.60,X12/0.40,X22/0.12,X32/0.20]iEKE
Q3-min[L3/2.00,X23/0.20]
汚染除去部門(第3部門)の生産関数は, a13-0 (第1財は投入せず)
かつa33-0 (自部門での汚染発生なし)であるため, Q3は上記のような
省略された形で示される｡
これに対して, CGEモデル化されたLeontief環境経済モデルでは,労
働とともに資本が付加価値を形成することになり,上の(2)式のパラメータ
として次のような値を設定する｡
表1 :付加価値関数のパラメータ
麦 儻｢???恚?
〟 ?ﾃ??.00 ???
α ?縱?0.40 ?經?
γ ???1.00 ???
また,議論の簡単化のため,消費行動は代表的消費者1人(∽-1)に
よって決められるとし, (18)式の効周関数のパラメータには,汚染許容量に
依存する部分を除いて,次の値を置くことにする｡
表2 :効用関数のパラメータ
β1 ?"?
0.40 ?緜?
次に,各種の税の税率として表3 ･表4の値が設定される｡労働税率は
汚染除去部門も含めて同一としてある｡汚染除去部門では政策的配慮から
労働税のほかは非課税とする｡資本税率は工業部門(布を生産)である第
2産業の方が高率に設定されるが,純間接税に関しては2産業間での税率
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格差はないものとする.消費税率も2財で同一としておく｡
表3 :生産者関連の税率
麦 儻｢???恚?
労働税 ????.10 ???
資本税 ???0.20 ???
純間接税 ??"?.02 ???
表4 :消費者関連の税率
所得税 僮?ﾈ?N?R?zの消費税 
0.10 ??R?.05 
そして,消費者が保有する労働と資本の量は表5に示された大きさとす
る｡初期保有の要素比率の違いは均衡計算結果に大きな影響を持つことに
なるが,ここでは中立的とするために同量としておく｡
表5 :労働と資本の初期既存量
労働 倬?ｲ?
500 鉄??
ⅠX.環境政策のCGE効果: (1)環境基準維持政策
まず, Leontief (1970)が想定したように汚染許容量(環境基準) Zを
30グラムとして,その水準を維持する政策を実施した場合の均衡計算を
行ってみよう｡
各産業での汚染除去率γは共通として,そのγをゼロあるいは0.5に
設定するとき,主な計算結果は以下のようになる｡
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表6 :主要な環境経済変数の均衡値:汚染許容量-30
資本価格 儻H?廂&ﾂ?ﾁ費支出 佰駅?r?????ｭ生量 ??X?ｸ驂｢?
㍗-0.0 ??C?1020.4 塔32紕?1.0 塔R縒?5.7 
㍗-0.5 ??cb?033.0 ???B?2.6 塔??51.0 
労働がニュメレール(PL-1)になっているので,資本価格pKの値がも
っとも重要な経済的意味をもつ変数となる｡汚染除去率がゼロから0.5に
引き上げられると,生産者の負担する汚染除去費用が価格に転嫁され,下
の表7に見られるとおり,より汚染排出的な第1産業で生産される財
(麦)の価格が相対的に大きく上昇する｡その結果,消費需要は第2産業
の財,布にシフトするが,第2産業は付加価値関数のパラメータが示すよ
うに,より資本集約的であるので,資本の派生需要の増加から,資本の相
対価格は上昇することになる｡
付加価値,すなわち国民所得は要素税抜きの要素所得でもあり,その大
きさはbLL-+OKK-として決まる｡したがって,資本価格の上昇により,表
6に示されたとおり,付加価値は増加する｡それとともに家計の消費支出
ならびに効用も増加することになる.なおここでの効周は(18)式の効用関数
Uの値を環境関連指標G(30)で割ったものである｡
また,汚染除去率の引き上げとともに,汚染発生量は発生源での除去活
動の効果により総量は減少する. (紬式で計算される汚染除去量は発生量か
ら許容量30グラムを引いたものに等しい｡
財価格に関する結果をまとめると表7になる｡汚染除去サービスの価格
カ3も他の2財同様, r-0からr-0.5への汚染除去率の変更にともない,
上昇する｡
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表7 :均衡価格:汚染許容量-30
pl ?"?.3 ?"?2' 
㍗-0.0 釘紊"?l.72 澱緜"?.64 ?"??
㍗-0.5 途?"?3.94 途?"?.58 ?B緜B?
注:〆~-消費税込みの価格
実物面での変化は,上述の相対価格の変化にしたがい,次表8のとおり
となる｡第1財の麦の産出量および消費量は減少し,第2財の布は逆に増
加する｡
表8 :均衡産出量と消費量:汚染許容量-30
Ql ?"?l ?｢?
㍗-0.0 ?3偵?81.0 都??40.6 
㍗-0.5 ?#r絣?6.0 田?2?7.6 
同じく,各部門における要素投入の状況は表9に示されている｡汚染除
去率γが上昇すると,表6で見たように,汚染発生量は減少するので,
第3産業の汚染除去部門の要素投入量がいずれも下落する｡
表9 :労働と資本の部門間配分:汚染許容量-38
L1 氾"?3 噺ﾂ?2 筏2?
㍗-0.0 ?CR??46.6 ????9.7 ?#R繧?14.5 
㍗-0.5 ?3B??65.6 ????3.9 ?C"綯?03.5 
税関連の均衡計算の結果は表10と表11にまとめられている｡総税敬の
内訳は表11にあるとおり,汚染除去率γの引き上げによる資本価格の上
昇が資本税収を増やし,また所得の増加から消費支出が増え,消費税収も
増大する｡
γ-oでは生産者が直接負担することなく,消費者が実質的に全額汚染
除去費用を負担することから,汚染除去費用の公費負担分月は極めて大き
な額となる｡この場合,消費者-の移転支出にまわされる総税収の額を上
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回るため,消費者が政府から受け取る移転所得′はマイナスになる｡他
方, ㍗-0.5の場合,生産者によって発生源で汚染が半分除去されるので,
汚染除去費周の公費負担分は大幅な減少となり,消費者はプラスの移転所
得を政府から受け取る結果となる｡
表川:総税収とその使途:汚染許容量-30
捻税収 ??ﾚ転所得 
㍗-0.0 ??纈?68.8 蔦ィ纈?
γ-0.5 ????4.6 ?3?r?
表11 :税収の内訳:汚染許容量-3ロ
労働税 倬?ｹ??リﾔ接税 傀ｩ;?R?ﾁ費税 
㍗-0.0 鉄???4.0 ?ゅ?102.0 ?偵r?
r-0.5 鉄??78.8 ?ゅ?103.3 鉄R??
Ⅹ.環境政策のCGE効果: (2)環境基準引き上げ政策
次に,これまでの環境基準であった汚染許容量Z- (30グラム)を1%
だけ削減して,よりクリーンな環境を目指す政策を実施した場合に,経済
にいかなる影響が現れるかを見てみよう｡
均衡計算の結果を見ると,発生源での汚染除去率γの値のいかんにかか
わらず,先の結果(Z--30の場合)と比較すると,より多くの資源が汚
染除去活動に投入されることになり,資本需要が相対的により増加して資
本価格は表12のとおり上昇を示す｡
資本価格の上昇効果と合せて,汚染除去部門の活動水準自体も上昇する
ことから,経済全体の付加価値の額は増大する｡ただし,通常の財の生産
は抑えられることになり,消費支出も減少する｡産業部門の生産水準が落
ちるため,汚染発生量は減少するけれども,汚染許容量が3グラムだけカ
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ットされているので,汚染除去サービスの供給量は前よりも増える｡
効用水準に関しては環境関連指標G(27)を外した値を示している｡先の表
6と比べると, 2財の消費量が減少するため,それらからの効用は下落し
ているけれども,効周指標G(27)の特定化次第では効用水準Uが環境改善に
よって上昇することは十分ありえよう｡
表12 :環境基準の引き上げ効果:汚染許容量-27
資本価格 儻H?廂&ﾂ?ﾁ費支出 佰駅?r?r?汚染発生量 ??X?ｸ驂｢?
㍗-0.0 ??C"?021,2 塔#??50.2 塔B綯?7.6 
㍗-0.5 ??cr?033_7 ??"絣?1.8 都偵?52.9 
部門ごとの産出量は汚染除去部門以外では減少する｡消費量も同様の変
化を示す｡要素投入は2産業部門でいずれも変化前より減少し,逆に汚染
除去部門では労働･資本とも投入量は増大する｡その結果,労働税や資本
税ならびに純間接税の税収は減少し,総税収も下落することになる｡それ
にともない汚染除去費周の公費負担分は前よりも増加する｡なお汚染除去
サービスを含めて財の価格水準には大きな変化は生じない｡
さらに,従来の汚染許容量の1000/.かyト,すなわち汚染ゼロ(i-o)
が環境政策として採用される場合の経済の均衡状態を見てみよう｡
表13 :主な環境経済変数の均衡値:汚染許容量-0
資本価格 儻H?廂&ﾂ?ﾁ費支出 佰茨ﾂ???汚染発生量 ??X?ｸ驂｢?
㍗-0.0 ??S?1028.8 田唐縒?2.4 都B綯?4.6 
㍗-0.5 ??s?1039.4 涛s??43.8 都?b?0.6 
㍗-1.0 ????046.1 ?#Cr綯?4.1 田ゅ?68.1 
先に検討した汚染許容量Z-が30のときと比較してみると,表13から以
下の事実が明らかとなる｡汚染許容量がゼロの場合,容易に想像できるよ
うに,汚染除去活動が大幅に促進されるため,より大きな資本需要が派生
して,資本価格の上昇,付加価値の増加がもたらされる｡しかし,通常の
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財の生産や消費は下落し,汚染発生量そのものは減少する｡ただ,汚染除
去量がその発生量と等しくなるから,汚染の残存量をゼロとするための除
去量は大きく増加するわけである｡効用水準は環境関連指標G(0)を外し
た値を示しているから,その指標の値次第で結果が大きく左右されること
になろう｡
表13には参考のために汚染除去率γが1の場合,すなわちPPP (汚染
者負担原則)を100%厳格に適用するときの結果も記録してある｡汚染除
去率の上昇にともない,上に述べたのと同様の変化が一層強く現れている｡
この表13は前稿の市岡(2004, 27頁)の表ⅤⅠⅠと類似する結果を示して
いることがわかる｡ここで考察している経済では各種の課税が存在するが,
労働供給に関してはStone (1972)と同様に一定とされている｡そのため,
生産者と消費者の汚染除去費用に関する直接的な負担割合の違い,すなわ
ち汚染除去率γの値の違いは,汚染排出の社会的費用の計上の程度によ
り価格形成に歪みを生むけれども,前稿表ⅤⅠⅠの数値に大きな影響を与えた
ような労働とレジャーの選択における歪曲効果は存在しない｡しかしなが
ら,労働と資本の代替的な投入関係の下で生産者の最適化行動が遂行され
る経済であるから,発生源での汚染除去率γの違いにもとづく財の価格形
成の歪みは, γの値が1からゼロ-と減少するにつれ,財の需要,それか
ら派生する労働と資本の需要,そして要素価格の形成,さらに汚染発生そ
のものに対して,逓増的な歪曲効果を引き起こすことになるのである｡
ⅩⅠ.環境政策のCGE効果: (3)環境税課税政策
最後に,環境汚染処理のための新たな財源として環境税を導入する政策
の経済効果について検討してみよう｡
環境税の課税ベースとして代替的ないくつかの候補が考えられるが,本
稿ではそのうちの2つを取り上げることにする｡ 1つは,既存の純間接税
24
と同じく,各産業の要素税込み付加価値を採周するものである｡これはい
わゆる純間接税型の環境税であり,税率は汚染発生係数a3jに比例的,す
なわち差別的に設定されるとしよう｡
スカーフ･アルゴリズムやメリル･アルゴリズムにしたがう均衡計算の
方法は, 1つの変数Tを追加して単体の次元を拡張し,環境税率Ta33の
下での環境税収が汚染除去費用の公費負担分Rに等しくなるようなTの
値を見つけ出すことになる｡
汚染許容量は基準値の30グラムのままとするとき,計算結果から得ら
れる環境税の均衡税率と均衡税収は表14のとおりである｡
表T4 :純間接税型の環境税の税率と税収:汚染許容量-38
麦 儻｢?ﾂ境税収 
㍗-0.0 塔?"R?2.1% 鼎?繧?
㍗-0.5 ?R?R?.0% 都R綯?
例えば汚染除去率γが0.5の場合,既存の純間接税(税率は表3に掲
戟)にそれぞれ15%と6%の税率が加算されることがわかる｡次の表15
に示された消費者の効用に関しては,表6との比較でわかるように,わず
かではあるが増加し,環境税の厚生改善効果が発揮される｡また,汚染発
生の抑制効果も生まれている｡
表15 :純間接税型の環境税の経済効果:汚染許容量-30
資本価格 儻H?廂&ﾂ??p/G(30) 傲??因?汚染発生量 
㍗-0.0 ??S"?026.2 鉄??1229.3 塔2絣?
㍗-0.5 ??cr?033.6 鉄"縒?240.5 塔?r?
次にもう1つのタイプの環境税を検討してみよう｡それは消費段階で課
税され,ここでは既存の消費税(税率5%)の追加分として導入されるも
のとする｡この消費税型の環境税の税率は各財共通とし,従来の消費税率
に加算して消費に際して課せられることとなる｡
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均衡計算においては,消費税収の追加分に相当する環境税収が汚染除去
費用の公費負担分Hとちょうど等しくなるような環境税率rを,先に検討
した純間接税型の環境税のケースと同様に,他の経済変数の均衡値と合せ
て同時に見つけ出すのである｡
表16の均衡計算結果を見ると,汚染除去率γが0.5のときの均衡税率
が6.7%とさほど高率にはならないことがわかる｡そして表17より,先
の純間接税型の環境税の場合と比較すると次のことが明らかになる｡資本
価格は若干ではあるが下落し,付加価値や消費支出は減少し,また効用水
準も低下する｡汚染発生量は逆に増加していることから,環境税は,消費
段階よりも汚染の発生源である生産段階で課税する方が,汚染発生を抑制
する効果は強いと言えよう｡
表16 :消費税型の環境税の税率と税収:汚染許容量-3ロ
環境税率 豫(ｺｹ???
㍗-0.0 鼎b絣R?68.8 
㍗-0,5 澱縒R?4.6 
表17 :消費税型の環境税の経済効果:汚染許容量-30
資本価格 儻H?廂&ﾂ??p/G(30) 傲??因?汚染発生量 
㍗-0.0 ??C?1020,4 鉄??1202.2 塔Rﾃr?
㍗-0,5 ??cb?033.0 鉄"綯?235.9 塔??
さらにもう1つ,汚染ゼロを環境政策の目標に設定し,同時にその財源
を環境税の導入によって調達する場合の均衡計算も示しておこう｡なお各
産業の汚染除去率rEま0.5としておく.
純間接税型の環境税が採用されると,表18に掲げたように,均衡税率
は表14の汚染許容量30グラムの場合と比べて4倍強となる｡環境税収の
方は,課税対象の産業部門での生産減により課税ベースが縮小することか
ら, 3.6倍の増大にとどまる｡また表19が示すとおり,汚染発生量は相
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当に減るが,それをすべて処理することになるから,汚染除去活動は活発
となり,経済全体の付加価値は増大する｡ただし消費支出の方は若干下落
する結果となる｡効用水準に関しては,税制は現行のままで汚染ゼロを達
成する政策が実施される場合の表13の結果よりも,若干の上昇を示すこ
とがわかる｡
表18 :純間接税型の環境税の税率と税収:汚染許容量-0
麦 儻｢?ﾂ境税収 
㍗-0.5 田???4.4% ?sR綯?
表19 :純間接税型の環境税の経済効果:汚染許容量-0
資本価格 儻H?廂&ﾂ??p/G(0) 傲??因?汚染発生量 
㍗-0.5 ????040.9 鼎2纈?239.8 都??
消費税型の環境税が採用されるときは表20･表21のとおりである｡均
衡税率は同じく4倍となり,環境税収は3.4倍弱という結果となる｡その
他の主要経済変数の均衡値もほぼ同様の変化を見せるが,消費支出の下落
幅はより大きく現れることになる｡純間接税型環境税の場合と比べると効
用水準はやや減少となるが,ほとんど違いはないと言えよう｡
表20 :消費税型の環境税の税率と税収:汚染許容量-0
環境税率 豫(ｺｹ???
㍗-0.5 ?r?R?52.9 
表21 :消費税型の環境税の経済効果:汚染許容量-a
資本価格 儻H?廂&ﾂ??p/G(0) 傲??因?汚染発生量 
㍗-0.5 ??s?1039.3 鼎2繧?224.8 努?b?
1 ) (5)式の非負の拡大投入係数行列
A-[芸慧
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の各行和は1より小さいとする｡そのとき,丁を単位行列として,例えば二階堂
(1961, 72頁)より,
II-I-A
は非負逆転可能,すなわち拡大Leontief逆行列〃-1が存在して〝~l ≧oであるこ
とが保証される｡
2)上の注1)で述べたように拡大投入係数行列且の各行和が1より小と仮定してあ
り,かつ,ここではA21≦A21, A22≦A22であるから,
り小となるので,
Il-All　-A12
-A21 I2-A22
[芸芸;;]
は非負逆転可能である｡
の各行和も1よ
3)無税経済なら, TL-TK-To-TI-Tc-0であるから, (38)式のワルラス法則は
pL(L-Ll+bK(K-K-)+ [(-a)-J]-0
となるo Lたがって,一般均衡の状態(L,-i-, K-K)においては,政府から消
費者-の純移転支出)は負の値-Rをとることになる｡つまり,政府は汚染除去
費用の公費負担分月を消費者からマイナスの補助金として一括徴収するのである｡
4)汚染除去費用の公費負担Rは負の値をとりうる.Rが負になる典型的ケースは汚染
除去率rz.j-1,汚染許容量(環境基準) ZIz>oのときである.生産者が発生する汚
染をすべて除去して,その除去費用を価格へ完全に転嫁して消費者に支払わせる
ため,環境基準以上に過度に除去した分の費用∑ぎ=lbn.tZ-乙を政府が消費者への移
転所得として還付することになる｡ ru<1の場合でも,生産者が環境基準以上に汚
染を除去してしまうことがあれば,同様に一尺の金額が消費者への移転所得として
処理される｡
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